
令和７年２月１０日 

都 市 整 備 政 策 部 

都 市 計 画 課 

 

 

世田谷区建築審査会条例の一部を改正する条例 

 

 

１ 改正趣旨 

   国家公務員等の旅費に関する法律（以下、「旅費法」という。）及び職員の旅費

に関する条例の改正を受け、世田谷区建築審査会条例の一部を改正する条例を令和

７年第１回区議会定例会に提案する。 

 

 

２ 改正内容（詳細は別紙１参照） 

（１）関係人等の費用弁償における、旅費の種類 

 ① 変 更  宿泊料を宿泊費に改める。 

 ② 廃 止  車賃、日当及び食卓料を廃止する。 

 ③ 新 設  その他の交通費、宿泊手当及び包括宿泊費を新設する。 

 

（２）関係人等の費用弁償における、旅費の額 

第９条第２項に「日当を6,500円、その他については、職員の旅費に関する条例に

定める額」と規定しているところ、日当の廃止に伴い「職員の旅費に関する条例に定

める額」に改める。 

 

 

３ 施行予定日 

令和７年４月１日 

 

 

４ 新旧対照表 

別紙２「新旧対照表」のとおり 
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職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例（案）のうち 

世田谷区建築審査会条例の一部を改正する条例に関する改正内容 

 

 

１ 宿泊料の定額廃止（根拠：旅費法改正に伴う財務省令を参考） 

 近接地外の内国旅行については、現在は原則一日10,900円を定額支給している。 

旅費法改正に伴う財務省令では、内国旅行は都道府県毎に8,000円から19,000円の範

囲で指定した金額を上限として実費支給するとしている。 

区としては、現在支給している額を下回る金額を上限とした場合に職員の自己負担

が生じる恐れがあることや、用務地によって金額が異なることにより職員の事務が煩

雑になることから、財務省令で示された額を参考に、その中で最高額となる19,000円

を上限とする実費支給とする。 

また、今回の改正に合わせて名称を「宿泊費」に改める。 

 

２ 日当・食卓料の廃止と宿泊手当の新設（根拠：旅費法改正に伴う財務省令を参考） 

 現在、目的地内での移動にかかる交通費や空港施設利用料等に充当する目的で支給

する日当や、夜間の移動時等に必要となる食事代等に充当する食卓料は、条例に定め

る定額を支給している。 

 こちらも上記の日当と食卓料を廃止し、日当で対応としていた経費は実費支給とし、

宿泊を伴う旅行において、内国旅行について１泊につき2,400円を食卓料に代わり新た

に「宿泊手当」として定額支給とする。 

 ただし、宿泊料等の中に朝食や夕食が含まれる場合は、１食につき宿泊手当の３分

の１を支給しないものとする。その結果、朝・夕食が含まれることにより支給される

宿泊手当（３分の１相当）については、用務地と宿泊施設間の移動費や宿泊に伴い必

要となる諸雑費（朝・夕食代の掛かり増しを含む）に充てるものとする。 

 

３ 急行料金等の支給要件廃止（根拠：旅費法改正に連動） 

 急行料金等について、自宅から用務地までの急行の乗車距離がＪＲは100km以上、私

鉄は50km以上あることを支給要件としていたが、距離による制限を廃止する。 

 

４ 車賃（根拠：旅費法施行令改正に連動） 

 「陸路（鉄道を除く。以下同じ。）旅行」という規定を、「鉄道、船舶及び航空機

以外を利用する旅行」とし、名称を「その他の交通費」に改める。 

 

５ 包括宿泊費の新設（根拠：旅費法施行令改正に連動） 

 交通費と宿泊費をまとめて支給できるよう新たに「包括宿泊費」を新設する。 

 別紙１  

2 



1/4 

世田谷区建築審査会条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○世田谷区建築審査会条例 ○世田谷区建築審査会条例 

昭和58年３月29日条例第10号 昭和58年３月29日条例第10号 

改正 改正 

昭和58年６月22日条例第26号 昭和58年６月22日条例第26号 

平成元年12月14日条例第57号 平成元年12月14日条例第57号 

平成３年３月13日条例第11号 平成３年３月13日条例第11号 

平成12年６月26日条例第78号 平成12年６月26日条例第78号 

平成27年６月26日条例第29号 平成27年６月26日条例第29号 

平成28年３月８日条例第16号 

 

平成28年３月８日条例第16号 

 

世田谷区建築審査会条例 世田谷区建築審査会条例 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」

という。）第83条の規定に基づき、世田谷区建築審査会（以下「審

査会」という。）の組織、議事その他審査会に関して必要な事項を

定めるものとする。 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」

という。）第83条の規定に基づき、世田谷区建築審査会（以下「審

査会」という。）の組織、議事その他審査会に関して必要な事項を

定めるものとする。 

（組織） （組織） 

第２条 審査会は、委員５人をもって組織する。 第２条 審査会は、委員５人をもって組織する。 

（委員の任期） （委員の任期） 

第２条の２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

第２条の２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 ２ 委員は、再任されることができる。 

３ 委員は、任期が満了した場合においては、後任の委員が任命され

るまでその職務を行う。 

３ 委員は、任期が満了した場合においては、後任の委員が任命され

るまでその職務を行う。 

（招集） （招集） 

第３条 審査会は、会長が招集する。 第３条 審査会は、会長が招集する。 

 別紙２  
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改正後 改正前 

２ 会長は、開会日の３日前までに、会議の日時、場所及び議題を示

して、委員に招集の通知をしなければならない。ただし、緊急やむ

を得ない場合は、この限りでない。 

２ 会長は、開会日の３日前までに、会議の日時、場所及び議題を示

して、委員に招集の通知をしなければならない。ただし、緊急やむ

を得ない場合は、この限りでない。 

３ 会長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、審査会を招集

しなければならない。 

３ 会長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、審査会を招集

しなければならない。 

(１) 区長から法（他の法令において準用する場合を含む。）の規

定に基づいて同意を求められたとき。 

(１) 区長から法（他の法令において準用する場合を含む。）の規

定に基づいて同意を求められたとき。 

(２) 法第94条第２項（他の法令において準用する場合を含む。）

の規定に基づいて裁決するとき。 

(２) 法第94条第２項（他の法令において準用する場合を含む。）

の規定に基づいて裁決するとき。 

(３) 区長から諮問があったとき。 (３) 区長から諮問があったとき。 

(４) 委員の定数の２分の１以上から、審査会に付議する事案を示

して、招集の請求があったとき。 

(４) 委員の定数の２分の１以上から、審査会に付議する事案を示

して、招集の請求があったとき。 

４ 前項に規定するもののほか、会長は、必要があると認めたときは、

審査会を招集することができる。 

４ 前項に規定するもののほか、会長は、必要があると認めたときは、

審査会を招集することができる。 

（議事） （議事） 

第４条 会長は、会議の議長となる。 第４条 会長は、会議の議長となる。 

２ 審査会は、委員の定数の２分の１以上の出席がなければ開会する

ことができない。 

２ 審査会は、委員の定数の２分の１以上の出席がなければ開会する

ことができない。 

３ 審査会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

３ 審査会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

（関係人等の出席） （関係人等の出席） 

第５条 審査会は、必要があると認めたときは、学識経験者、関係行

政機関の職員その他の関係人の出席を求め、必要な資料を提出させ、

意見を聞き、又は説明を求めることができる。 

第５条 審査会は、必要があると認めたときは、学識経験者、関係行

政機関の職員その他の関係人の出席を求め、必要な資料を提出させ、

意見を聞き、又は説明を求めることができる。 

（会議の公開） （会議の公開） 

第６条 会議は、公開とする。ただし、法第94条第３項（他の法令に

おいて準用する場合を含む。）の規定に基づき口頭審査を行う場合

を除くほか、裁定の評議その他議長が公開することが適当でないと

第６条 会議は、公開とする。ただし、法第94条第３項（他の法令に

おいて準用する場合を含む。）の規定に基づき口頭審査を行う場合

を除くほか、裁定の評議その他議長が公開することが適当でないと
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改正後 改正前 

認めたときは、この限りでない。 認めたときは、この限りでない。 

２ 議長は、傍聴人の数を制限することができる。 ２ 議長は、傍聴人の数を制限することができる。 

（専門調査員） （専門調査員） 

第７条 審査会に、専門調査員を置くことができる。 第７条 審査会に、専門調査員を置くことができる。 

２ 専門調査員は、学識経験者又は区職員のうちから、区長が委嘱し、

又は任命する。 

２ 専門調査員は、学識経験者又は区職員のうちから、区長が委嘱し、

又は任命する。 

３ 専門調査員は、会長の命を受けて専門の事項を調査する。 ３ 専門調査員は、会長の命を受けて専門の事項を調査する。 

（幹事及び書記） （幹事及び書記） 

第８条 審査会に幹事及び書記を置く。 第８条 審査会に幹事及び書記を置く。 

２ 幹事及び書記は、区職員のうちから、区長が任命する。 ２ 幹事及び書記は、区職員のうちから、区長が任命する。 

３ 幹事は、会長の命を受けて会務を処理する。 ３ 幹事は、会長の命を受けて会務を処理する。 

４ 書記は、上司の命を受けて庶務に従事する。 ４ 書記は、上司の命を受けて庶務に従事する。 

（関係人等の費用弁償） （関係人等の費用弁償） 

第９条 第５条の規定により審査会に出席した者に対しては、その出

席に要した費用の弁償として、旅費を支給する。ただし、区から給

料を受ける職にある者で、その職務に関連して審査会に出席した場

合においては、支給しない。 

第９条 第５条の規定により審査会に出席した者に対しては、その出

席に要した費用の弁償として、旅費を支給する。ただし、区から給

料を受ける職にある者で、その職務に関連して審査会に出席した場

合においては、支給しない。 

２ 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊手

当、宿泊費及び包括宿泊費の７種とし、その額は、職員の旅費に関

する条例（昭和26年10月世田谷区条例第12号）に定める額に相当す

る額とする。 

２ 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料及び

食卓料の７種とし、その額は、日当を6,500円、その他については、

職員の旅費に関する条例（昭和26年10月世田谷区条例第12号）に定

める額とする。 

３ 費用弁償の支給方法は、区職員の例による。 ３ 費用弁償の支給方法は、区職員の例による。ただし、日当の減額

に関する規定は適用しない。 

４ 前３項の規定による費用弁償のほか、鑑定料その他特に必要な経

費については、その実費を弁償することができる。 

４ 前３項の規定による費用弁償のほか、鑑定料その他特に必要な経

費については、その実費を弁償することができる。 

（建築審査会への委任） （建築審査会への委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、審査会の運営に関して必要な

事項は、会長が審査会に諮って定める。 

第10条 この条例に定めるもののほか、審査会の運営に関して必要な

事項は、会長が審査会に諮って定める。 
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改正後 改正前 

付 則 付 則 

この条例は、昭和58年４月１日から施行する。 この条例は、昭和58年４月１日から施行する。 

付 則（昭和58年６月22日条例第26号） 付 則（昭和58年６月22日条例第26号） 

この条例は、昭和58年７月１日から施行する。 この条例は、昭和58年７月１日から施行する。 

付 則（平成元年12月14日条例第57号抄） 付 則（平成元年12月14日条例第57号抄） 

（施行期日等） （施行期日等） 

１ この条例（中略）は、平成２年４月１日から施行する。 １ この条例（中略）は、平成２年４月１日から施行する。 

付 則（平成３年３月13日条例第11号） 付 則（平成３年３月13日条例第11号） 

この条例は、平成３年４月１日から施行する。 この条例は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年６月26日条例第78号） 附 則（平成12年６月26日条例第78号） 

この条例は、公布の日から施行する。 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年６月26日条例第29号） 附 則（平成27年６月26日条例第29号） 

この条例は、公布の日から施行する。 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年３月８日条例第16号） 附 則（平成28年３月８日条例第16号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

  附  則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の第９条第２項及び第３項の規定は、令

和７年４月１日以後に出発する旅行について適用し、同日前に出

発した旅行については、なお従前の例による。 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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